予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費　　　
	事業名　大腸がん検診受診率向上事業費補助金


   （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部保健医療課がん・疾病対策係　電話番号：058-272-1111（内2550 ）  　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 　　55,000（57,590）千円（前年度予算額：49,000千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	49,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,000

	要求額
	57,590
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	57,590

	決定額
	55,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	55,000


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　第２次岐阜県がん対策推進計画では、がんの早期発見、早期治療につなげ
るため、がん検診受診率の向上に努めることを重点課題の一つに掲げている。
がんを早期に発見し、がんによる死亡者を減少させるためには、がん検診

が有効であるが、平成２８年の国民生活基礎調査によると、当県のがん検
診受診率は、乳がん以外は全国平均を下回っている状況にある。特に、大

腸がん検診は、検査機関に出向かず自宅で便を採取するといった簡易で負担

の少ない方法であるにも関わらず、平成２５年の調査と同様に国の受診率を下回った状況が継続している。

このため、引き続き、大腸がん検診の受診率向上に取り組み、がん検診　　に対する県民の意識を高め、がん検診の実施主体である市町村の積極的な取組みを促すため、受診率向上に意欲のある市町村への補助により、県の大腸がん検診受診率の向上を目指す。

　
（２）事業内容
　　　罹患率、死亡率とも増加傾向にある大腸がんについて、市町村のがん検診の受診率向上を図るため、市町村が４０～６９歳の受診者の自己負担金を無料とすることに対し補助を実施する。

　補助事業の対象年齢は４０～６９歳とする。

○補助対象者：県内全市町村

○補助対象経費

・市町村における大腸がん検診受診にかかる自己負担額。ただし、５００円を超える市町村については、５００円を上限とする。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10/10

（４）類似事業の有無　　　

無し

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	57,590
	市町村事業費への補助

	合計
	57,590
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　　第２次岐阜県がん対策推進計画（平成25年度～29年度）

（２）国・他県の状況

　　　　国は、がん検診に係る経費について地方交付税措置を行っているが、当

該措置は、がん検診受診率を30%と見込んだ場合の事業費相当額である。
このため、がん検診受診率の目標である40%の達成に向け「新たなステ
　　　ージに入ったがん検診の総合支援事業」を創設し、平成30年度において
は、40（子宮は20歳）～69歳の対象者について、胃、肺、大腸、乳、子宮がん検診の個別受診勧奨及び再勧奨の費用を1/2補助する予定としている。

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業

	補助事業名
	大腸がん検診受診率向上事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村
（理由）健康増進法第１９条の２に基づき、がんの対策型検診を市町村が行っているため。

	補助事業の概要
	（目的）市町村が実施する大腸がん検診の受診率の向上を図る。

（内容）市町村のがん検診の受診率向上を図るため、市町村が４０～６９歳の受診者の自己負担金を無料とすることに対し補助を実施する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）県10/10、上限500円
（理由）平成28年度の市町村の大腸がん検診の自己負担額から算出。

	補助効果
	大腸がん検診の受診率向上

	終期の設定
	終期平成３１年度

（理由）３年間補助を実施することにより、大腸がん検診の受診率向上にかかる市町村の体制を整備する。


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

市町村の大腸がん検診の受診率を３年間で21.0％まで上昇させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H26年度)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	市町村大腸がん検診受診率
	9.3%
	16%
	21.0%


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	－千円
	－千円
	－千円
	(予算額)

49,000

千円
	(要求額)

　57,590千円

	指標①目標
	9.3％
	
	－
	12.5％
	16.0％

	指標①実績
	－
	－
	－
	－
	(推計値)

－

	指標①達成率
	－
	－
	－
	－
	(推計値)
－


	交付申請時の受診見込率は約３．０％増となった。当初計画の５．０％増には及ばなかったが、県、市町村ともに県民への周知に努め、受診者を増加できる見込みである。


（前年度の成果）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
受診率向上の成果を出すためには、市町村の積極的な取組を支援する県の広報活動の強化等、側面的な支援が必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	がんによる死亡率の減少のためには、県民ががん検診の必要性について理解し、受診行動につながるきっかけや仕組みを検討し、受診率を向上させることが必要である。当事業は、実施主体である市町村への財政補助を行うことによって市町村の取組を促すことにあり、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
△
	　事業開始の平成２９年度については、交付申請時の受診見込率は当初計画の５．０％増には及んでいないが、約３．０％増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	保健所が市町村の地域特性等を踏まえて大腸がん検診事業の取組状況等についてヒアリングを実施し、本事業が円滑かつ効果的に実施できるよう支援を行っている。


（事業の見直し検討）

	　事業開始の平成２９年度については、交付申請時の受診見込率は約３．０％増で、当初計画の５．０％増には及んでいない。市町村の大腸がん検診受診率向上に向けた努力により受診率は上昇しているが、実状を考慮し、平成３０年度については３．５％増を目標にする。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）


